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本資料は、情報提供を目的としたものであり、特定の商品についての募集･勧誘・営業等を目的としたものではありません。森ヒルズリート

投資法人の投資口をご購入にあたっては各証券会社にお問い合わせください。

本資料の内容には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、このような記述は将来の業績を保証するものではありません。

本資料で提供している情報に関しては、万全を期しておりますが、その情報の正確性及び安全性を保障するものではありません。

また、予告無しに内容が変更または廃止される場合がございますので、予めご了承ください。

事前の承諾なしに本資料に掲載されている内容の複製・転用等を行うことを禁止します。



1. 森ヒルズリート投資法人とは



3

≪基本戦略≫ ““Investment in the cityInvestment in the city”” = = 『『都市都市』』への投資への投資

プレミアム物件を重視した投資

複合性を重視した投資

森ビルのパイプラインサポート

森ビルのPM力の活用

““森ヒルズリート森ヒルズリート””とは？とは？

森ヒルズリート投資法人の特徴

≪Ⅰ． プレミアム物件をコアとした都市型ポートフォリオの構築≫

≪Ⅱ． 森ビルグループの総合力の最大活用≫



2 . 決算概要の報告
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森ヒルズリート投資法人の第1期の実績

借入

財
務
戦
略

出資総額

格付

資産規模

イベント

２月１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月３月２月

2/2 設立

11/30 東証上場

3/22 物件取得 8/1 物件取得 10/30 格付取得
4/13 物件取得

ＪＣＲ

ＡＡ-
（長期優先
債務格付）

1億円
（200口）

４物件
371.6億円

6物件
928.4億円

1物件
127.2億円

259.0億円

633.0億円

87.0億円

Ｍｏｏｄｙ‘ｓ

Ａ３
（発行体格付）

123.8億円
（24,770口）

309.4億円
（61,882口）

42.4億円
（8,398口）

リファイナンス
730.0億円

250.0億円
（34,550口）

ポートフォリオ合計
1,300.0億円

ポートフォリオ合計
1,427.2億円

借入金合計
892.0億円

借入金合計
979.0億円

出資金合計
434.2億円
投資口数合計
86,852口

出資金合計
476.6億円
投資口数合計
95,250口

出資金合計
726.7億円
投資口数合計
129,800口

2/23
格付取得

2006年 2007年
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第１期のハイライト

1,636

212

212

177

140

②－①
（百万円）

8.720,51118,8751口当たり分配金
（円）

8.72,6622,450当期純利益

8.62,6642,452経常利益

4.83,8623,685営業利益

2.07,0126,872営業収益

予実差異
（%)

2007年1月期
（実績）
（百万円）②

2007年1月期
（予想）

（百万円）①
項目

賃料共益費収入と
その他賃料収入：

＋121百万円

支払利息：－34百万円

上場関連費用：－66百万円
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損益計算書

17.11,199,130

0.01,031

44.93,150,043

100.07,012,311

20,511 一口当たり配当金（円）

2,662,335 当期未処分利益

38.0 2,662,335 当期純利益

38.0 2,664,169 税引前当期純利益

38.0 2,664,169 経常利益

202 その他営業外費用

349,990 投資口公開関連費用

47,122 投資口交付費

237,265 融資手数料

10,222 創業費償却

554,327 支払利息

営業外費用

0.0 1,031 受取利息

営業外収益

55.1 3,862,267 営業利益

57,926 その他営業費用

11,891 一般事務委託報酬

6,499 資産保管委託報酬

22,800 役員報酬

396,775 資産運用報酬

2,654,151賃貸事業費用

営業費用

669,739 その他賃貸事業収益

96,078 その他賃料収入

6,246,493 賃料共益費収入

賃貸事業収益

営業収益

百分比（％）金額（千円）

当期（第１期：平成18年2月2日～平成19年1月31日）
区分

9,735 解約違約金

387,947 付帯収益

272,057 駐車料収入

167,539 その他賃貸事業費用

949,193 減価償却費

22,528 損害保険料

108,758 修繕費

11,411 信託報酬

107,456 賃借料

1,064 公租公課等

304,279 水道光熱費

981,920 管理委託費

（単位：千円）

（単位：千円）
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貸借対照表

2,662,335 当期未処分利益

46.7 72,671,418 出資総額

6,169,101 信託預り敷金保証金

155,093 預り金

100.0 155,689,823 負債・純資産合計

48.4 75,333,754 純資産合計

1.7 2,662,335 剰余金合計

剰余金

46.7 72,671,418 投資主資本合計

投資主資本

純資産の部

51.6 80,356,069 負債合計

29.6 46,169,101 固定負債合計

40,000,000 長期借入金

固定負債

22.0 34,186,967 流動負債合計

601,606 前受金

1,665 未払法人税等

143,947 未払費用

21,177 未払金

33,000,000 短期借入金

263,476 営業未払金

流動負債

負債の部

百分比（%）金額（千円）

当期（第１期：平成19年1月31日）

0.040,890創業費

62,649長期前払費用

18,409,956信託借地権

86,332,510信託土地

38繰延税金資産

無形固定資産合計

有形固定資産合計

投資その他の資産

無形固定資産

有形固定資産

7.712,054,672流動資産合計

100.0155,689,823資産合計

0.040,890繰延資産合計

繰延資産

92.3143,594,260固定資産合計

0.172,949投資その他の資産合計

10,300差入敷金保証金

11.818,409,956

80.4125,111,353

1,024信託工具器具及び備品

687,071信託機械及び装置

544,935信託構築物

37,545,812信託建物

固定資産

1,193,776未収消費税等

107,420前払費用

95,703営業未収入金

7,163,207信託現金及び信託預金

3,494,526現金及び預金

流動資産

資産の部

百分比（%）金額（千円）

当期（第１期：平成19年1月31日）
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キャッシュ・フロー計算書/金銭の分配に係る計算書

10,657,734Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高

-Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

10,657,734Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少額

△ 47,122投資口交付費の支出

72,671,418投資口の発行による収入

40,000,000長期借入金の借入による収入

△ 128,841,000短期借入金の返済による支出

161,841,000短期借入金の借入による収入

145,624,296Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 10,300差入敷金保証金の支出

△ 1,305,039信託預り敷金保証金の支出

7,474,141信託預り敷金保証金の収入

△ 18,409,956信託無形固定資産の取得による支出

△ 126,000,493信託有形固定資産の取得による支出

△ 138,251,648Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 206法人税等の支払額

△ 420,619利息の支払額

1,031利息の受取額

3,704,880小 計

△ 62,649長期前払費用の増加・減少額

△ 107,420前払費用の増加・減少額

△ 51,113創業費の支払額

155,093預り金の増加・減少額

601,606前受金の増加・減少額

10,240未払費用の増加・減少額

21,177未払金の増加・減少額

203,423営業未払金の増加・減少額

△ 1,193,776未収消費税等の増加・減少額

△ 95,703営業未収入金の増加・減少額

554,327支払利息

△ 1,031受取利息

47,122投資口交付費

10,222創業費償却

949,193減価償却費

2,664,169税引前当期純利益

3,285,086Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

当期（第１期：平成18年2月2日
～平成19年1月31日）

区 分

金額（千円）キャッシュ・フロー計算書

7,636Ⅲ 次期繰越利益

（20,511）（投資口1口当たり分配金の額）

2,662,327,800Ⅱ 分配金の額

2,662,335,436Ⅰ 当期未処分利益

当期
（第１期：平成18年2月2日～平成19年1月31日）

金額（円）金銭の分配に係る計算書
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財務指標

（注）年換算は、第１期実績/316日×365日で換算しています。

期末投資口価格/1口当たり利益53.6倍PER

期末投資口価格/1口当たり純資産1.9倍PBR

316日当期運用日数

１口当たり分配金/期末投資口価格（年換算）2.15％分配金利回り

期末有利子負債額/期末総資産額46.9％LTV（総資産負債比率）

年換算

年換算

経常利益/総資産の期間平均残高2.7％ROA（総資産経常利益率）

3.2％

当期純利益/純資産の期間平均残高6.1％ROE（純資産当期純利益率）

7.0％

（当期純利益+当期減価償却費）/期中平均投資口数43,955円1口当たりFFO

20,511円1口当たり分配金

期末純資産額/期末発行済投資口数580,383円1口当たり純資産額

2,662百万円分配総額

75,333百万円純資産額

129,800口発行済投資口数

73,000百万円有利子負債

155,689百万円総資産額

19百万円資本的支出

949百万円減価償却費

当期純利益+当期減価償却費3,611百万円FFO

2,662百万円当期純利益

当期（第１期：平成18年2月2日～平成19年1月31日）財務指標等
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業績予想

939

122

122

△3

23

第2期
当初予想比
（百万円）

14,40013,4611口当たり分配金
（円）

1,8691,747当期純利益

1,8701,748経常利益

2,3522,355営業利益

4,4774,454営業収益

第2期
2007年7月期

（修正予想）（百万円）

第2期
2007年7月期

（当初予想）（百万円）
項目

【前提】
•固定資産税・都市計画税：

128百万円
•減価償却額：

565百万円



3. ポートフォリオの状況
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ポートフォリオマップ
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ポートフォリオ一覧

建物

土地

区分所有権の

共有（46％）

所有権

（共有）

所有権

（敷地権持分

約47%)

所有権
（敷地権持分 100％）

所有権
（敷地権持分 約５６％）

所有権
（分有：持分 約89.5％）

借地
所有権

（共有 46％）
所有権

（敷地権持分 100％）
所有権

（敷地権持分約1.3％）

所有形態

区分所有
（持分 約46.4％）

区分所有
（持分100%）

区分所有
（持分 約64.5％）

区分所有
（持分 約91.1％）

区分所有（持分約
72.4％）に係る信託受益
権の共有持分８０％

所有権
（共有 ４６％）

区分所有
（持分 100％）

区分所有

（持分約1.9％）

13.3年6.1年4.4年4.8年25.5年6.9年13.3年5.3年20.9年築年数

4,000

100.0％

2,1005,30027,30012,72027,20021,00036,5006,600取得価格（百万円）

86.0％91.3％88.7％100.0％100.0％99.8％98.2％100.0％稼働率

（第1期末時点）

－免震－免震免震－制振－制振－免震・制振

－プレミアムプレミアムプレミアム－プレミアムプレミアムプレミアムプレミアム

7.65％3.15％7.78％3.60％3.33％9.00％0.33％3.40％1.90％0.36％PML値

約22,906m2約9,125m2約54,006m2約10,299m2約46,154m2約45,753m2約29,111m2約177,486m2全体延床面積

地上20階、地下1階地上11階、地下2階
地上5階、
地下1階

地上6階、
地下1階

地上29階、
地下3階

地上9階、地下1階地上19階、地下6階地上20階、地下4階地上15階、地下2階地上37階、地下4階階数

平成5年10月平成13年1月平成14年9月平成14年5月
昭和56年8月

(平成13年大規模
リニューアル)

平成12年3月平成5年10月平成13年10月
昭和61年3月

(平成17年大規模
リニューアル)

竣工年月

東京都港区六本木東京都港区六本木東京都港区元麻布東京都港区虎ノ門東京都文京区後楽東京都港区六本木東京都港区六本木東京都港区赤坂住所

写真

六本木
ビュータワー

六本木
ファーストプラザ

アークフォレスト
テラス

元麻布ヒルズ虎ノ門35森ビル
(オムロン東京本社ビル)後楽森ビル

六本木
ファーストビル

六本木ヒルズ
ゲートタワー

アーク森ビル物件名

住宅住宅住宅住宅オフィスビルオフィスビルオフィスビルオフィスビルオフィスビル用途

低層棟（ウエスト）低層棟（イースト）高層棟

プレミアム プレミアム プレミアム プレミアム プレミアム プレミアム プレミアム
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ポートフォリオの分散一覧

72.9％

27.1％
11.7％

88.3％

19.1％

80.9％

100.0％

38.8％
57.5％

3.7％
13.5％

19.0％

67.5％

• クオリティ別分散状況 • 地 域 別 分 散 状 況 • 用 途 別 分 散 状 況

• ポートフォリオ P M L• 築 年 別 分 散 状 況• 規 模 別 分 散 状 況

プレミアム物件

プレミアム物件以外
オフィスビル

住宅及び商業施設

30,000㎡以上

10,000㎡以上30,000㎡未満

10,000㎡未満

10年未満

10年以上15年未満

15年以上

東京都心5区及びその周辺地区
港区
文京区

2.29％

• ポートフォリオ稼働率

96.2％

平均築年数 9.6年

（注） 各データは全て平成19年1月31日時点
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期末算定価額

ポートフォリオ合計 12,480

520

0

190

30

300

11,960

900

3,200

3,000

3,500

1,360

増減（②－①）

（百万円）

155,280

39,220

4,000

2,290

5,330

27,600

116,060

13,700

30,400

24,000

40,000

7,960

②第1期末算定価額
（百万円）

142,800142,720

38,70038,700小計

4,0004,000六本木ビュータワー

2,1002,100六本木ファーストプラザ

5,3005,300アークフォレストテラス

27,30027,300元麻布ヒルズ

住
宅

104,100104,020小計

12,80012,720虎ノ門35森ビル

27,20027,200後楽森ビル

21,00021,000六本木ファーストビル

36,50036,500六本木ヒルズゲートタワー

6,6006,600アーク森ビル

オ
フ
ィ
ス
ビ
ル

①取得時鑑定評価額

（百万円）

取得価格

（百万円）
物件名称主用途
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4.4%4.6%5.0%4.7%4.0%5.0%4.6%4.8%4.3%3.1%同 /取得価格

6,2981831062501,0946361,2439991,583205
公租公課調整後

年換算NOI（注3）

5,287164942131,0013421,0518711,360191NCF ③-④

19000103960資本的支出 ④

4.7%5.0%5.6%5.0%4.2%5.3%4.8%5.2%4.6%3.3%同 /取得価格

6,7262021172641,1576781,3091,0821,696221年換算NOI

5,307164942131,0023421,0548801,366191NOI ③ （①+②）

4,358138791607793078507121,173159賃貸事業利益 ②

9492615532233520416819333減価償却費 ①

168171484011600その他賃貸費用

10800010107000公租公課等（注
2）

23112714341保険料

109057641124160修繕費

30400168013255930水道光熱費

993112459317671411322403維持管理費

2,654395315070510260036260637賃貸事業費用

670021813291761242080その他賃貸収入

6,3431771302931,3524001,2759501,571195貸室賃貸収入

7,0121771323111,4844101,4511,0741,780195賃貸事業

142,7204,0002,1005,30027,30012,72027,20021,00036,5006,600取得価格

2541363510211717441期末テナント数

96.2%100.0%86.0%91.3%88.7%100.0%100.0%99.8%98.2%100.0%期末稼働率

-297日294日294日316日184日294日297日294日316日稼動日数（注1）

合計
六本木

ビュータワー
六本木

ファーストプラザ
アーク

フォレストテラス
元麻布ヒルズ虎ノ門35森ビル後楽森ビル

六本木
ファーストビル

六本木ヒルズ
ゲートタワー

アーク森ビル物件名

第１期 物件別収支

単位：百万円

（注１）六本木ファーストビルおよび六本木ビュータワーは、どちらも①平成18年3月22日に共有持分6％に係る信託受益権を、②平成18年4月13日に共有持分40％に係る信託受益権を、それぞれ取得しています。当該物件に係
る稼動日数は、それらの共有持分に応じて加重平均して算出しています。

（注２）第1期における土地建物に係る固定資産税・都市計画税については、物件取得時の売主買主間の精算金として取得原価に資産計上されるため、費用計上されておりません。なお、後楽森ビルの107百万円は土地賃借料相
当額です（土地賃貸人：東京都）。

（注３）第1期においては精算金として資産計上される公租公課を費用計上した場合のNOIを年換算した金額を表示しています。



4. 外部成長について
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投資方針

住 宅

商 業 施 設

オフィスビル

プレミアム物件50% 以
上

②高級ブランド店等の路面型店舗

①百貨店、都心型SC、大型専門店及び複合型商業施設

一棟当たり

延床面積1,000㎡以上
稀少性・社会的認知性が

極めて高い地域

一棟当たり

延床面積10,000㎡以上

東京都心5区及び
その周辺地区で、

繁華性の高い地域

一棟当たり

延床面積2,000㎡以上

東京都心5区及び
その周辺地区
（スリーＡエリアを中心）

一棟当たり
延床面積10,000 ㎡以上
基準階賃貸可能面積

1,000㎡以上

東京都心5区及び
その周辺地区

規模立地

東京圏以外にある政令指定都市
及びこれに準じる全国主要都市

地方主要
都市部

東京都、神奈川県、千葉県及び
埼玉県

東京都心5区（港区、千代田区、
中央区、新宿区及び渋谷区）及び
その周辺地区

東京圏

組入比率投資対象エリア

住宅及び商業施設

オフィスビル

組入比率投資対象タイプ

プレミアム物件 ＝ 東京都心5区（特に港区）中心 ＋ 大規模 ＋ ハイスペック

• プレミアム物件を重視した投資 • オフィスビルに重点を置いた投資

• 東京都心5区に重点を置いた投資

プレミアム物件をコアとした都市型ポートフォリオの構築を重視した投資

プレミアム物件以外50%以
下

オフィスビル・住宅

50％以上

50％以下

50％以上

80％以上

20％以下

• 耐震性を重視した投資

組み入れる物件自体の耐震性能、物件が立地するエリアの
安全性や震災対策等を重視した投資
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森ビルの強みを生かした成長戦略

森ビル株式会社によるサポート

森ビル株式会社

森ヒルズリート投資法人

森ビル・インベストメント

マネジメント株式会社

（資産運用会社）

売却予定の
稼動物件、開発物件

第三者保有物件
の売却情報

売却物件の
優先交渉権の付与

外部物件情報
の提供

物件情報取得

不

動

産

マ

ー

ケ

ッ

ト

・
第

三

者

等

資産運用会社独自の情報収集

つなぎSPCの活用
（ウェアハウジング）

森ビルの情報力森ビルの開発力

森ビル ・ イ ンベス ト メン トマネジメン ト株式会社

森 ヒ ル ズ リ ー ト 投 資 法 人

• 本投資法人の外部成長戦略• 森ビルの外部成長サポート

• 保有不動産の売却に関する優先交渉権の付与
• 外部物件情報の提供
• 人材の派遣その他必要なサポート

• リサーチ関連業務の提供
• 不動産の取得及び運用に関する助言及び補助業務の提供

アドバイザリー業務委託契約

サポート契約

大規模な複合再開発事業を数多く実施 都心を中心に豊富な開発事業の実績



21

0

500

1,000

1,500

2,000

2月 3月 4月 8月 11月

億円 3年後の目標資産規模（注）

3,000億円既存物件 新規取得物件

物件取得の軌跡と外部成長目標

投資法人設立以降、着実に優良な物件を取得

371.6億円

1,300.0億円

1,427.2億円

六本木ファーストビル
27.4億円

六本木ビュータワー
5.2億円

アーク森ビル
66.0億円

元麻布ヒルズ
273.0億円

六本木ファーストビル
182.6億円

六本木ファーストプラザ
21.0億円

六本木ビュータワー
34.8億円

後楽森ビル
272.0億円

アークフォレストテラス
53.0億円

六本木ヒルズゲートタワー
365.0億円

虎ノ門35森ビル
127.2億円

森
ヒ
ル
ズ
リ
ー
ト
投
資
法
人
設
立

東
京
証
券
取
引
所
に
上
場

06年 07年

資産規模
（取得価格ベース）

第
２
期
以
降
さ
ら
な
る
外
部
成
長

（注） 目標資産は、あくまでも現時点の目標数値であり､当該数値を保証するものではありません。
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森ビル株式会社の開発実績

森ビル株式会社の開発実績

≪赤坂・六本木エリア≫ ≪新橋・虎ノ門・内幸町エリア≫

• その他の開発実績 ~エリア別

うちオフィス部分

約40約70約840約220約350約480総住戸数

－約2.2約37.9－約8.6約18.1

約3.4約3.5約76.0約5.6約16.7約36.0延床面積（万㎡）

約0.6約0.3約8.9約1.2約3.8約4.1（注1）敷地面積（万㎡）

店舗

共同住宅

事務所

共同住宅

店舗

事務所

共同住宅

ホテル

店舗

美術館

映画館

テレビスタジオ

学校

寺院

共同住宅

店舗

保育所

事務所

共同住宅

店舗

寺院

事務所

共同住宅

ホテル

店舗

コンサートホール

主な用途

東京都渋谷区東京都港区東京都港区東京都港区東京都港区東京都港区所在地

表参道ヒルズオランダヒルズ六本木ヒルズ元麻布ヒルズ愛宕グリーンヒルズアークヒルズ

アークヒルズ
（昭和61年3月竣工）

愛宕グリーンヒルズ
（平成13年7月竣工）

元麻布ヒルズ
（平成14年5月竣工）

六本木ヒルズ
（平成15年4月竣工）

オランダヒルズ
（平成16年10月竣工）

表参道ヒルズ
（平成18年2月竣工）

• 森ビル株式会社の大規模再開発事業の実績

虎ノ門・六本木地区
虎ノ門・麻布台地区
再開発（計画中）

（注2）

虎ノ門・六本木地区
虎ノ門・麻布台地区
再開発（計画中）

（注2）

横浜北仲通
北地区再開発（計画中）

（注3）

横浜北仲通
北地区再開発（計画中）

（注3）

≪計画中の開発≫

（注１）飛地を含む計画全体の敷地面積であり、アーク森ビルの存する街区の敷地面積（39,602.42㎡）とは異なります。

森ビルの開発物件

（注）本投資法人は、これらのうちの一部を取得しているものの平成19年3月22日現在、他の物件について取得する予定はありません。

（注2） 上記再開発において、再開発準備組合（事務局：森ビル株式会社）が組成され、再開発事業の実現に向けた活動が進め
られています。

（注3） 関係法人により、協議会（事務局：森ビル株式会社、独立行政法人都市機構）が組成され、事業化に向けた活動が進め
られています｡



5. 内部成長について
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入居 退去
月額
増加額

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

賃料単価/賃貸可能床 28,546 30,600 31,033 31,033 30,977 31,802 31,802 31,802

賃料単価/賃貸稼動床 28,562 30,618 31,049 31,049 31,151 31,818 31,818 31,818

稼働率 99.9% 99.9% 100.0% 100.0% 99.4% 100.0% 100.0% 100.0%

06/06 06/07 06/08 06/09 06/10 06/11 06/12 07/01

• オフィステナントの賃料単価および稼働率

第1期 テナントリーシング状況（1）

• 住宅テナントの賃料単価および稼働率

稼働率賃料単価（円/坪・月） 稼働率賃料単価（円/坪・月）

第1期に賃料改定を

実施したテナント
6件 6.2％134百万円 9百万円

件数
改定前
賃料月額

増加率

件数 49件 57件 ▲8件

平均坪単価
（円/坪） 24,699円 23,060円 1,639円

• オフィステナントの契約更新状況 • 住宅テナントの入退去および契約更新状況

差引

（注） 平成１８年６月１日～平成１９年１月３１日までの状況を記載しております｡

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

賃料単価/賃貸可能床 19,088 19,132 18,922 19,650 19,802 20,102 19,346 18,979

賃料単価/賃貸稼動床 20,402 20,436 20,459 20,563 20,657 20,768 20,662 20,632

稼働率 93.6% 93.6% 92.5% 95.6% 95.9% 96.8% 93.6% 92.0%

06/06 06/07 06/08 06/09 06/10 06/11 06/12 07/01
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賃貸収入月額の内訳および契約更新時期 （平成19年1月末日時点）

第1期 テナントリーシング状況（2）

• 契 約 形 態 別

• 契約更新時期別

定期借家
35.6%定期借家

26.1%

その他
7.4%

普通借家
27.0%

普通借家
3.9%

オフィステナント

62.6%

住宅テナント

30.0%

100.0％

697百万円
合計

7.4％

51百万円
小計

1.1％

7百万円
その他

2.4％

17百万円
駐車場

3.9％

27百万円
店舗

その他

140件51件42件10件243件

42.8％24.6％15.4％9.8％92.6％

299百万円171百万円107百万円68百万円645百万円

小計

1件15件11件0件27件

2.6％0.8％0.5％0.0％3.9％

18百万円5百万円4百万円0百万円27百万円

普通借家

134件25件24件2件185件

17.9％4.1％3.5％0.6％26.1％

125百万円29百万円24百万円4百万円182百万円

定期借家

住宅テナント

2件8件6件5件21件

3.6％8.8％10.4％4.3％27.0％

25百万円61百万円72百万円30百万円188百万円

普通借家

3件3件1件3件10件

18.7％10.9％1.0％5.0％35.5％

130百万円76百万円7百万円35百万円248百万円

定期借家

オフィステナント

6期～4期～5期3期2期

契約更新時期別
計契約形態別テナント別

その他,
7.4%

6期～,
42.8%

4期～5期,
24.6%

3期, 15.4%

2期, 9.8%
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オフィステナントリーシング

内部成長戦略（１）

退去・入居双方のテナントとの綿密な調整が必要でしたが、

円滑なコミュニケーションにより効率的なテナントリーシングを実施

第２期に賃料の改定を
迎えるテナント

8件 65百万円

件数
現行賃料
（月額）

賃料増額
余地

改定交渉妥結済み 5件 45百万円 5百万円
（11.1％）

改定交渉中 3件 20百万円 約5%～15％
（見込）

件数
現行賃料
（月額）

賃料増額
余地

第３期に賃料の改定を
迎えるテナント

7件 79百万円 約5%～15％
（見込）

Topics

テナントニーズ、現行賃料水準、オフィスマーケットの需給等を総合的に

勘案し、適切な賃料設定および改定交渉を行います。

• 第２期、第３期の賃料改定の状況

六本木ファーストビルのテナント退去後の新
規誘致を、既存テナントの拡張により空室期
間なしで実現。

・現状有姿のまま入居（原状回復工事不要）
・賃料増額も実現

• 森ビルの P M実績

【対象面積】

賃貸面積：379.24 ㎡
（REIT持分：174.45 ㎡ ）

-
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内部成長戦略（２）

中長期的な「都市の成長・成熟」に着目した資産運用

ガーデニング教室（アークヒルズ） ローズフェスティバル（アークヒルズ） 子供たちによる田植え（六本木ヒルズ）

イルミネーション（六本木ヒルズ）ミニコンサート（アークヒルズ）

本投資法人所有物件が位置するエリアでは、森ビルによる四季折々のイベントなどを通じた積極的な取組により、中長期的な街
としての魅力と活力の向上が期待されます。本投資法人は、このような都市の成長・成熟に着目し、投資および運用を行います。

本投資法人所有物件が位置するエリアでは、森ビルによる四季折々のイベントなどを通じた積極的な取組により、中長期的な街
としての魅力と活力の向上が期待されます。本投資法人は、このような都市の成長・成熟に着目し、投資および運用を行います。
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内部成長戦略（３）

MORI LIVINGについて

薦めたい

49%

強く薦めたい

47%

薦めたくない

1%あまり薦めたくない

3%

２．MORI LIVINGとは？
・森ビル株式会社が東京都心部で展開する高級賃貸住宅に冠するブランド名称（平成15年からスタート）

１．高級賃貸住宅マーケットにおける森ビル株式会社の取り組み

・もともと、高級賃貸住宅の市場は、規模も小さく、分譲に比べ有望視されていなかった

・森ビルとしては、「東京にも欧米並みの高級賃貸住宅の需要が必ずある」と考え、アークヒルズ内の
アークタワーズ（昭和61年竣工）から本格的に展開
・当時は珍しかった家具付サービスや短期賃貸などにも取り組みながら、20年超にわたり運営ノウハ
ウを蓄積（現在14物件、約2,000戸を供給）

３．MORI LIVINGの競争力の源泉

４．顧客からの評価

a 外国人赴任者向け高級賃貸住宅市場での20年超にわたる経営資源投下によるブランドポジション確立
b 経営資源集中の過程で確立された一貫したバリューチェーンとノウハウ
（商品企画・設計・プロモーション・リーシング・運営・退去後のフォローなど）

c 森ビルグループ内の多様なコンテンツ（※）の提供とそのシナジー効果
（※：スパ・美術館・ゴルフ場など）

d 上記a~cによる競合他社との差別化と参入障壁の確立

MORI LIVING物件
入居者に対するアンケート調査

現在入居中の物件について、友人・知

人にも滞在を薦めたいと思うか？

※平成18年11月実施（有効回答数243件）

本投資法人は、高級賃貸住宅市場のリーディングブランドMORI LIVING
の強みを最大限に生かし、資産価値の更なる向上に努めてまいります。

本投資法人は、高級賃貸住宅市場のリーディングブランドMORI LIVING
の強みを最大限に生かし、資産価値の更なる向上に努めてまいります。



6. 財務方針＆IR戦略
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借入金一覧

----73,000合計

----40,000小計

農林中央金庫

株式会社新生銀行

住友信託銀行株式会社

株式会社三井住友銀行

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

無担保
無保証

平成21年11月30日平成18年12月4日1.498%25,000

株式会社みずほコーポレート銀行

株式会社新生銀行

住友信託銀行株式会社

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
無担保
無保証

平成20年11月30日平成18年12月4日1.285%15,000

株式会社みずほコーポレート銀行

長期

33,000小計

株式会社新生銀行

住友信託銀行株式会社

株式会社三井住友銀行

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

無担保
無保証

平成19年11月30日平成18年12月4日0.787%33,000

株式会社みずほコーポレート銀行

短期

摘要返済期限借入日
利率
（年利）

借入総額
（百万円）

借入先

（注） 平成19年1月31日時点の借入の状況
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0

50

100

150

200

250

300

350

億円

第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期

Moody’s
（平成18年10月30日）

Moody’s
（平成18年10月30日）

A3
（発行体格付）

A3
（発行体格付）

有利子負債状況

• 総資産有利子負債比率

• 残存平均借入期間

• 加 重 平 均 金 利

• D S C R

46.9％

1.89年

1.13％

7.5倍

330

150

250

• 格 付

JCR
（平成19年2月23日）

JCR
（平成19年2月23日）

AA－
（長期優先債務格付）

AA－
（長期優先債務格付）

財 務 状 況 返 済 期 限 の 分 散

固 定 ・ 変 動 比 率 長 期 ・ 短 期 比 率

※DSCR=（当期純利益+支払利息+減価償却費）/支払利息

固定金利
負債

54.8%

変動金利
負債

45.2%
短期有利子
負債

45.2% 長期有利子
負債

54.8%

（注） 各データは全て平成19年1月31日時点
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• オフィスビル､住宅、商業施設､サントリーホール、東京
全日空ホテル等からなるアークヒルズのランドマーク

• 建物全体のグレードの高さからも、周辺地域のシンボ

ル的存在

赤坂エリアのランドマーク

■高い市場競争力

• 広いスペース
（取得対象の賃貸可能面積：約2,728㎡）

• 平成17年に大規模リニューアル実施

• 最新ビルに匹敵する高い競争力

■緑溢れる周辺環境

• ｢SEGES社会・環境貢献緑地評価システム
2005｣において最高ランクを取得

• 桜並木に囲まれた複合施設

ア ー ク 森 ビ ル
プレミアム

個別物件一覧①

ARK MORI BUILDING
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• 外構部に庭園が広がる職住近接型の大規模複合開発

職住近接型の大規模複合施設

■六本木ファーストビル

• 基準階賃貸可能面積が約1,129㎡

• 多数の外資系企業が入居

• 多目的ホール（ラフォーレミュージアム六本木）

■六本木ファーストプラザ

• 全住戸から東京タワーを望める抜群の眺望

• ヒルズスパの利用やヘルスプロモーション
サービス等、MORI LIVINGのサービスを享受

■六本木ビュータワー

• 独立行政法人都市再生機構への一括賃貸

六 本 木 フ ァ ー ス ト ビ ル

プレミアム

六 本 木 フ ァ ー ス ト プ ラ ザ

プレミアム

六本木ビ ュー タワー

（次頁ご参照）

個別物件一覧②

ROPPONGI FIRST BUILDING

ROPPONGI FIRST PLAZA

ROPPONGI VIEW TOWER
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• ｢桜田通り｣に面した視認性の優れた場所に位置

主要なビジネスエリア、虎ノ門エリアに立地

• 六本木ファーストの緑地に面し、ホテルオークラや各国の大使館が立ち並ぶ静かな
住環境に位置する大型住戸中心の高級賃貸住宅

良好な環境に立地する高級賃貸住宅

■ MORI LIVINGの多彩なサービスを享受

• 緑溢れるルーフガーデン
• バイリンガルのフロントサービス
• ヒルズスパの利用
• ヘルスプロモーションサービス、等

■ 優 れ た 耐 震 性 能

• 積層ゴムを配置した免震構造を採用

■ テナントニーズを満たす設備水準を確保

• 基準階賃貸可能面積は約861㎡
• 平成13年に建築・設備の大規模リニューアル工事実施
• オムロン株式会社が東京本社ビルとして使用

虎 ノ 門 3 5 森 ビ ル （ オ ム ロ ン 東 京 本 社 ビ ル ）

個別物件一覧③

TORANOMON 35 MORI BUILDING
ア ー ク フ ォ レ ス ト テ ラ ス

ARK FOREST TERRACEプレミアム
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• 国内最大規模の複合型再開発｢六本木ヒルズ｣の麻布十番方面からの玄関口に位置

六本木ヒルズの玄関口（麻布十番方面）に立地

• 1階～3階：商業施設
スターバックスが併設されたTSUTAYA、
高級スーパーマーケット、レストランが入居

• 3階～9階：オフィス
基準階面積約1,496㎡
快適なオフィス空間を実現

• 10階～15階：住宅
バイリンガルのフロントサービスやヒルズスパの利用

等、MORI LIVINGのサービスを享受

• 耐震面では、制振壁とCFT柱を採用

■ 優れた耐震性能

六 本 木 ヒ ル ズ ゲ ー ト タ ワ ー

プレミアム

■ オフィスビル、商業施設、住宅で構成される複合用途建物

個別物件一覧④

ROPPONGI HILLS GATE TOWER
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• 高層棟（フォレストタワー）と2つの低層棟（フォレストテラスイースト、フォレストテラスウエスト）で構成

• 港区のスリーAエリアの高台に位置し、閑静で落ち着いた高級住宅地に立地

スリーAエリアにおける優れた立地

■ 都市と自然が共生する｢森の都市」

• 敷地の半分、屋上及びバルコニーを緑化

■高い市場競争力

• 知名度、シンボリックな建物デザイン、優れた
眺望等から最上位に位置付けられる建物

■ MORI LIVINGの多彩なサービスを享受可能
• ヒルズスパ
• スカイラウンジ
• ワインセラー
• 24時間のバイリンガルのフロントサービス、等

■優れた耐震性能

• 免震装置を採用
（フォレストタワー及びフォレストテラスイースト）

元 麻 布 ヒ ル ズ

プレミアム

個別物件一覧⑤

MOTOAZABU HILLS



38

• 「外堀通り」からの高い視認性
• 基準階賃貸可能面積が約1,157㎡
• 後楽地域を代表するオフィスビル

優れた環境と視認性に優れた立地

• 特別史跡・特別名勝指定の小石川後楽園
• 「東京ドーム」、「ラクーア」等の娯楽施設

周辺施設・環境

進捗中の再開発計画

• 「後楽二丁目西地区第一種市街地再開発事業」

■ 充 実 し た オ フ ィ ス 環 境

• 1階：スターバックス
• 2階：診療施設やレストラン
• 3階：屋上庭園

■ 優 れ た 耐 震 性 能

• 制振壁を採用

後 楽 森 ビ ル

プレミアム

後楽エリア

歩行者貫通道路歩行者貫通道路

個別物件一覧⑥

KORAKU MORI BUILDING
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上段：賃貸料月額（平成19年1月31日時点） 中段：全体に占める月額賃料の割合 下段：テナント数

（注） この表において、六本木ビュータワーを一棟貸している都市再生機構の分は除いております。

テナントの状況

上段：賃貸料月額（平成19年1月31日時点） 中段：全体に占める月額賃料の割合 下段：テナント数

• 賃貸面積上位10テナント • オフィステナントの特徴

• 住宅テナン トの特徴

3.52,965.03 六本木ファーストビル
ダイムラー・クライスラー

日本株式会社

2.82,344.21六本木ファーストビル
マッキンゼー・アンド・カンパニー・
インコーポレイテッド・ジャパン

53.239,514.99上位１０位を占めるエンドテナントの合計

1.71,458.68後楽森ビル伊藤忠テクノソリューションズ株式会社

2.21,851.87 後楽森ビル株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

2.72,245.06 後楽森ビルアストラゼネカ株式会社

3.22,690.82 後楽森ビル日本エリクソン株式会社

3.63,072.52 アーク森ビル、後楽森ビル、
元麻布ヒルズ

森ビル株式会社

7.56,344.84 六本木ビュータワー独立行政法人 都市再生機構

8.06,720.34 オムロン東京本社ビル
(虎ノ門35森ビル)オムロン株式会社

11.79,821.62 六本木ヒルズゲートタワー日本中央競馬会

面積割合
（％）

稼動面積
（㎡）

物件名テナント名

30件11件19件

100.0%26.5%73.5%

436百万円115百万円321百万円

合計

3件-3件

29.6%-29.6%

129百万円-129百万円

公的機関

21件6件15件

36.8%8.1%28.7%

160百万円35百万円125百万円

非製造業

6件5件1件

33.7%18.4%15.3%

147百万円80百万円67百万円

製造業

合計外資系企業国内企業

211件107件104件

100.0%53.4%46.6%

191百万円102百万円89百万円

合計

38件5件33件

19.1%2.1%17.0%

37百万円4百万円33百万円

個人契約

173件102件71件

80.9%51.3%29.6%

155百万円98百万円57百万円

法人契約

外国籍日本国籍
合計

居住者の国籍
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投資口価格・出来高の推移（平成18年11月30日～平成19年3月15日）

公募・売出価格
750,000円

初値
874,000円

出所：ブルームバーグ

出来高 投資口価格

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2006/12/12 2006/12/26 2007/1/15 2007/1/29 2007/2/13 2007/2/27 2007/3/13

（口）

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

1,300,000

（円）
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主要投資主構成

2,380

2,600

3,500

3,771

4,646

5,643

6,400

8,837

9,152

19,518

口数

（口）

1.8%株式会社池田銀行10

2.0%あいおい損害保険株式会社9

2.7%株式会社広島銀行8

2.9%株式会社りそな銀行7

3.6%資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）6

4.3%日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）5

4.9%農林中央金庫4

6.8%日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）3

7.1%日興シティ信託銀行株式会社（投資口）2

15.0%森ビル株式会社1

構成比率

（％）
投資主名順位

100.0%129,800100.0%5,537合計

9.3%12,0301.3％70外国法人等

19.6%25,4783.0%168その他国内法人

59.9%77,7242.8%155金融機関
（証券会社含む）

11.2%14,56892.9%5,144個人

構成比率
（％）

口 数

（口）
構成比率
（％）

人 数

（人）

所有区分

投 資 口投 資 主

• 投資主構成（投資主ベース）

• 投資主構成（口数ベース） • 上位投資主一覧

• 投資口所有区分

個人

92.9%

金融機関
（証券会社含む）

2.8%

その他国内法人

3.0%

外国法人等

1.3%

金融機関
（証券会社含む）

59.9%

その他国内法人

19.6%

外国法人等

9.3%
個人

11.2%
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120,000

130,000

140,000

150,000

平成１２年 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年

東京圏 大阪圏 名古屋圏（人）

マーケットデータ

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

港区 都心5区 東京都 名古屋市 大阪市（％）

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

港  区 東京都心5区 大  阪 名古屋（％）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

東京都心5区等のAクラスビル 東京都心5区 大阪市 名古屋市（％）

(出所) 東京都、大阪市、名古屋市の人口推計公表資料に基づき都 市未
来総合研究所作成

(出所) シービー・リチャードエリス株式会社「OFFICE 
MARKET REPORT」に基づき株式会社都市未来総
合研究所が作成

(出所) 三鬼商事株式会社「最新オフィスビル市況」に基づき
株式会社都市未来総合研究所が作成

• 大都市における賃貸オフィスビルの平均空室率の推移

• 大都市における賃貸オフィスビルの平均賃料の推移

オフィス需要比較 ： 強いオフィス需要と高い安定性

• 大都市の人口推移の比較

重点投資対象エリア ～ 東京都心５区の概況

住宅需要比較 ： 着実な人口増加

20,635

19,406

2.3

1.4

6.2
5.9

12,611

11,069

5.3

2.1

0.8
0.5
0.3

15,012

-15,022

114,688

• 三大都市圏における転入超過人口の推移

(出所) 総務省「住民基本台帳人口移動報告年報」に基づき都市未来総合
研究所作成

（注） 各圏に含まれる地域は次のとおり

東京圏： 東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県

大阪圏： 大阪府，兵庫県，京都府，奈良県

名古屋圏： 愛知県，岐阜県，三重県

（円）（円/月・坪）
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周辺地域（周辺地域（5km5km圏）で総額約圏）で総額約2.32.3兆円、兆円、

事業費の約事業費の約1.51.5倍の効果倍の効果

注） この計算方法は、同じ時点でプロジェクトの有無による地価の差異を計算する方法です。したがって、実際にプロジェクト周辺の地価がプロジェクトの完成前後でどう変化したか、という異なる時点での
地価比較ではありません。仮に、プロジェクトの完成前後で周辺地価が「下落」した場合でも、上記の計算方法では、効果があった、すなわち「上昇分」があったと計算されるのが一般的です。この場合、
当該プロジェクトがなければ地価はもっと下落していたと推測されることになります。

（出所） 社団法人 不動産協会

大規模再開発プロジェクトの効用

大規模再開発プロジェクトは、プロジェクト地点のみならず周辺地域でも地価を上昇させる

六本木ヒルズ、品川駅港南口、汐留再開発のプロジェクトを「実行した場合」と「実行しなかった場合」の地価を比較してみると・・・・

中心から5Km

計測範囲 計測範囲

中心から5Km区域端

地域水準
プロジェクト有り
（現時点）の地価水準

現在、プロジェクトが存在しな
かったとした場合の地価水準
（推計値）プロジェクトによる地価上昇分

（事業区域から離れるほど小
さい）

六本木ヒルズ
品川駅南口
汐留再開発

区域端

プロジェクト周辺の地価公示地点における地価上昇効果
六本木 住宅地は+14.1% 商業地は+8.3%



44防 災 井 戸 防 災備蓄倉庫 非常用発電システム 震 災 訓 練

・元麻布ヒルズ
（フォレストタワー）
（フォレストテラスイースト）
・アークフォレストテラス

本投資法人における採用物件

• 建 物 の 耐 震 性 能

制振構造

｢制振構造｣は、地震時の揺れの勢いを20％程度低減

粘性体制振壁

本投資法人における採用物件

・六本木ヒルズゲートタワー
・後楽森ビル

｢免震構造｣は、特に大地震には、揺れの勢いを

1/2～1/3程度に低減

免震構造

免震装置

• その他の震災対策

ゆっくり平行に揺れる揺れを小さく抑える

安全面への取り組み（耐震性）
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組織体制

株 主 総 会

監 査 役

コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会

コンプライアンス室

投 資 顧 問 部 投 資 開 発 部 資 産 運 用 部 財 務 部 総 務 部

取 締 役 会

代 表 取 締 役 社 長

森ビル株式会社 1 0 0 ％

2億円

昭和59年3月30日

森ビル・インベストメントマネジメント株式会社

株 主

資 本 金

設 立

商 号

J-REITユニット 業務管理ユニットアドバイザリーユニット

投 資 委 員 会

内 部 監 査 部

内部監査部を設置

（内部監査機能を総務部から分離）

⇒法令順守および業務管理機能の強化・
充実を図る

≪検証事項≫

業務が法令・社内規定等に従って適正かつ効
率的に遂行されているかについて

≪目的≫

業務の適正性・経営の健全性を図ること

・内部監査は、各部署に対し、原則として半年に
1回の割合で実施
・結果は、代表取締役社長及び取締役会に
報告。その上で、必要な改善勧告・指示を実施

運用会社のガバナンス体制

内 部 監 査 部 設 立 に つ い て
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議
案
の
否
決
、
差
戻
し

資産運用会社における投資委員会・コンプライアンス委員会・取締役会の審議・
決議及び投資法人役員会における審議・承認を必要とする厳格なプロセス

• 利害関係者からの資産取得

監督役員 執行役員

組織体制

投資開発部による投資適格を
有する資産の選定、起案

投資開発部による投資適格を
有する資産の選定、起案

コンプライアンス・オフィサー
による審査

コンプライアンス・オフィサー
による審査

投資委員会における
審議及び決議

投資委員会における
審議及び決議

コンプライアンス委員会における
審議及び決議

コンプライアンス委員会における
審議及び決議

取締役会での審議及び決議取締役会での審議及び決議

本投資法人の役員会による承認本投資法人の役員会による承認

社外専門家

社外専門家・
非常勤監査役

社外取締役 社内取締役

その他委員

その他委員

資産運用会社は、コンプライアンスの不徹底が投資者
の信頼を揺るがし、また投資法人および資産運用会社
の経営基盤を揺るがしうることを十分に認識し、コンプラ
イアンスの徹底を経営の基本原則として位置付けてい
ます。

資産運用会社は、取締役会を頂点に、代表取締役社
長・コンプライアンス委員会・コンプライアンス室・コンプ
ライアンスオフィサー等が、それぞれの権限と責任にお
いて、コンプライアンスの徹底を行うとともに、誠実かつ
公正な企業活動の遂行に努めています。

利害関係者との取引については、「利害関係取引規程」
に従い、投資法人の利益が害されることを防止するた
め、取引の条件をはじめ厳格な管理を行っております。

意思決定プロセス コンプライアンス体制
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資産運用会社への報酬体系

本投資法人が特定資産を取得した場合、その取得価額の1.0％を上限
ただし、利害関係者からの取得については、0.5％を上限取得報酬

譲渡報酬

運用報酬

本投資法人が特定資産を譲渡した場合、その譲渡価額の0.25％を上限

本投資法人の前決算期における運用資産の総額の0.4％を上限

ただし、本投資法人の第１期の営業期間に限り、取得した各不動産等の取得価額の合計額の0.4％を上限

運用委託報酬体系


